Ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ：コロニアリズムとしての教育学
人種主義と異文化否定の間に立つ教育学――澤柳政太郎の教育学について

藤川信夫（大阪大学）

Ⅰ．問題設定

日本国民の戦争責任を論じようとする場合、その対象となるのは、一方において、人種主義を基礎とし、日中戦争以降激化するような戦争犯罪に対する責任であり、他方において、それに先行する台湾や朝鮮の植民地における同化政策に代表されるような、異文化否定を志向する戦争犯罪に対する責任であろう。いずれの問題も、東京裁判においては、様々の事情によって十分には解明されぬままに終わった（粟屋1999）。結局、日本国民の戦争責任は、東京裁判において、天皇制、軍部、そして財閥のみをスケープゴートとすることで不問に付されたといってよい（三島1999,144）。たとえ戦争責任に向き合おうとする態度を持たぬわけではないにしても、一般国民の異文化否定的戦争犯罪に対する責任の反省は、ドイツナチズムの人種主義的戦争犯罪に類する犯罪としての七三一部隊問題、南京大虐殺問題、朝鮮人および中国人の強制労働に対する「直接の」責任者をスケープゴートにすることによって、「人種差別は断じて行ってはならない、彼らもまた家族同様に親しく扱わねばならない」といったかたちで、結局、アジアの人々に対する戦前の国体論的発想をむしろ強化する方向へと向かう危険性もある。この場合、「日本人の家族になどしてもらわなくてもよい」といった、旧植民地の側の意向は相変わらず無視され続けることになるだろう。見るからに戦争らしい戦争（日中戦争以降）のみを問題とする姿勢が、かえって戦争被害者の「他者性」へと向かう眼差しを曇らせてしまうのである。

今日の「自由主義史観研究会」や「新しい歴史教科書をつくる会」の主張は、人種主義的戦争責任に関しては、南京大虐殺等の戦争犯罪をフィクションとして処理し、異文化否定的戦争責任に関しては、戦前の同化政策的論理を無反省に受け継いでいる。とすれば、日本の戦争責任論議の課題としては、一方で、人種主義の問題をもはやフィクションとして扱えないほどに明瞭化すること、他方では、植民地における異文化否定としての同化政策の実態を解明することが必要となろう。しかもその際、上述のようなアイロニーを回避するためにも、人種主義と異文化否定という戦前・戦中日本の二つの政策方向を明瞭に区別して論じていくことが必要であろう
。

本発表では、こうした大枠を念頭に置きつつ植民地時代日本の教育学の（広義での）戦争責任を問うという問題意識のもと、行為の結果を反事実的に行為の前提として先取りするという教育行為の構造が、戦前日本の特殊事情のもとで、いかに容易に植民地における異文化否定としての同化政策と結合しえたのかを、当時の教育学における最重要人物の一人であり、朝鮮における植民地教育政策に深く関わった教育（学）者、澤柳政太郎を事例として明らかにしたい
。

そのために、以下ではまず第一に、主として二つの政策方向をそれぞれ支えた学問的言説の二つの極について詳しく論じている小熊英二『単一民族神話の起源』（1999）に基づきつつ、これら二つの政策方向に即して、戦前・戦中の学問的論議の流れを、単一人種国家説に基づき人種主義を志向する優生学者たちの言説と、多人種・単一文化国家説に基づき異文化否定を志向し、同化政策のイデオロギー的基礎となった国体論の言説とに分けて整理したい。これら二つの言説は、当時の教育学にも多大な影響を及ぼした。第二に、主として小沢有作の先行研究(小沢1979)を手がかりにしつつ、澤柳政太郎の植民地教育思想の特徴を、人種主義と異文化否定との関わりから解明し、最後に、澤柳における日本教育学の自立化の試みと大正新教育の中での実践的取り組みの意味を、当時の彼の国際情勢把握の中に位置づけることで解明したい。

Ⅱ．多民族・単一文化国体論と単一人種優生学

　植民地における同化政策をイデオロギー的に支えた学問的立場としての多民族国体論は1910年代から20年代にかけてできあがった思想的立場である。その主張によれば、日本は本来朝鮮民族を含む多民族から成るものであったが、歴史的にいわば天皇を家長とする大家族として団結することで現在の日本民族ができあがったとされる。しかも、自らの文化を放棄し日本文化に同化する限りにおいて、すなわち環境の置き換えによって、植民地の異民族もまたいわば養子としてこの民族集団に加わることができるとされた（小熊1999）。もし日本人の定義が人種と文化という両極の間の力関係によって決まるものとすれば、この立場における日本人概念は、民族を構成する個々の人間あるいは集団の人種的多様性について敢えて言及せず、逆に、文化の単一性を強調するものである。こうした特徴を明示するために、以下ではこの立場を「多人種・単一文化国体論」と呼ぶことにする。

他方、社会ダーウィニズムに端を発し、形質人類学や優生学をイデオロギー的支えとした人種主義の立場は、「日本人種」を他の人種よりも遺伝学的に優れた単一人種と見なす。さらにこの立場は、日本人種の優秀性が、他民族との間に生まれた混血児の増加によって危険に曝されると考え、したがって他人種との雑婚を否定することでその人種的優秀性を保とうとした。こうした立場は、すでに1910年代及び20年代にも見られたのだが、30年代末以降ドイツの人種政策あるいはいわゆる人種衛生学（優生学）から影響を受けた医学系の優生学者たちによって科学的立場として強く主張されることになる（小熊1999）。この立場において日本人概念は、多人種・単一文化国体論とは逆に、人種の極に非常に接近したかたちで定義されるという点に特徴を持つ。したがって以下では、この立場を「単一人種優生学」と呼ぶことにする
。

　しかし、人種主義的立場は、1930年代末までは日本の優生学論議の中で少なくとも表面には現れてこなかった。それは一方では、人種主義とそこから導き出される混血批判が、帝国の国策としての同化政策と矛盾するという政治的ジレンマによるものであった。さらに他方では、有色人種を差別する欧米の白人に由来する人種思想が、黄色人種内部でのサブグループとしての日本人種の他の人種に対する差別には適さないという学問的ジレンマがあった。そのため、30年代前半までの日本の人類学や優生学においては、「日本人種」というものをどの範囲でくくるのか、また、日本人種がいかなる点において「優秀」なのかという最終的判断は留保され、まずは人種改良の実践を行い、その成果をまってはじめて「日本人種」の「優秀性」が証明されるものとされたのである（冨山1994）。「日本人種」の遺伝学的「優秀性」、それはいわば、人種改良の実践のために反事実的に先取りされた虚構の前提だったのである。そして「優秀な」「日本人種」というものが虚構の前提にとどまっているかぎり、「単一人種優生学」の立場は、「多人種・単一文化国体論」の立場及びこれに支えられた帝国の同化政策と真っ向から対立することを回避することができるのである。

Ⅲ．澤柳政太郎の植民地教育思想

　従来の詰め込み形の教育を批判し、子どもに生来備わる素質や個性を可能な限り発展させることに賭けた大正期の教育（学）者たちもまた、人類学者や優生学者とは別の理由で、これと同種のジレンマに直面していた。というのは、子どもの素質や個性を重視するにしても、遺伝決定論の立場に完全に与すれば、教育の役割そのものを否定することになるからである。このジレンマを回避するために、多くの教育（学）者たちは、遺伝重視と環境重視という両極の間の無難な位置を選択したのである。澤柳の立場も基本的には同様であったが、彼の場合、遺伝と環境という問題を他の教育（学）者たち以上に明瞭に国際政治的情勢の中で捉えていた。しかも、彼の場合、単にこのジレンマを回避するのみならず、むしろこれを学問的及び実践的に克服しようとした点に特徴がある。

ところで、明治期、大正期の日本政府にとって近隣諸国に対する侵略行為を正当化する際の大義名分の一つは、日本帝国の自衛であり、また、それを可能にする前提として、欧米列強あるいは白色人種の脅威から近隣アジア諸国あるいは黄色人種を防衛しなければならないというものであった。澤柳もまた、これと同種の論理にしたがって、アジア侵略を正当化している。しかしこうした論理にしたがえば、日本の自衛のために侵略された朝鮮をさらに新たな日本の領土として自衛するために、今度は中国を侵略しなければならないというかたちで、この論理は際限なく外部へと延長されることになる（資料１参照）。

資料１：「是（朝鮮）を我が範囲に収むべきことは、日本人が侵略的国民であるといふ様な故でなく、地勢上の関係に於て日本が完全なる独立を保つ為めに、是非我勢力範囲に収めねばならぬと思ふ」(澤柳1914,349)。
そして、すでに侵略した地域が日本の領土であり、その防衛が必要であるという主張をもっともらしく見せるためにも、この地域の住民の－少なくとも文化的－同化の達成が不可欠とされるのである（資料２参照）。

資料２：「・・・内地人が朝鮮人を軽侮して居て、それで朝鮮人に対して、純然たる日本人になれと云うのは矛盾である。更に日本が新領土以外に大いに発展する抱負があるならば、速に新領土を同化し、これを足溜りとして前進する必要がある。いつ迄も威力を以て圧服せんとしたならば、朝鮮人如何に微弱であると云っても、千五百万の人口を有する民族であるから、日本は常にこれに向って警戒を加えて居らなければならぬ。されば日本が尚益々発展せんとする妨害となればとて、助けとなることはない」(澤柳1916,187)。
したがって、新たな侵略を正当化する文脈においては、日本人種の優秀性という反事実的に先取りされた虚構の前提の上に、さらにいわば累積債務のように、すでに日本の支配下に置かれた地域における同化の完了という事態が反事実的に先取りされるのである。　

澤柳の教育論は、彼のこのような国際政治上の立場とも不可分の関係にあったと考えられる。すなわち、彼の朝鮮人教育論やアイヌ教育論を読めば、彼の教育論上の立場が、一方でアイヌや近隣アジア諸国に対する侵略を正当化する場合には日本人種の遺伝学的優秀性を主張し、したがって「単一人種優生学」と同様遺伝重視の極に接近していることがわかる（資料３参照）。

資料３：澤柳はアイヌについて次のように述べている。アイヌは「祖先以来精神発達の程度が低かった為に児童の心意作用が遅鈍」であり、「内地人児童との間に天性習慣の差異がある為に相互の調和が円滑でなく、時に衝突を生ずる」。「其の生活に規律なく節制なく、医療の道開けず、疾病の蔓延及び遺伝によりて体質を弱くし、加之子供の乳離れの際に到底消化に堪へない食物を与える為に栄養不良に陥りて幼児の死亡するものが多い」。「優勝劣敗の法則により彼等の生活状態は自然に悲境に向つた」(澤柳1910a,286～287)。

朝鮮人については、アイヌに対する程明瞭に人種主義的立場が表れてはいないが、少なからず差別的な見解を表明している。澤柳は言う。朝鮮人は、日本がそれによってキリスト教布教を抑止しえたところの仏教も儒教も神道も受け入れず、また西洋の哲学や倫理学的思想も受け入れなかった。「されば韓国民の脳中は精神的にいへば空虚であるというてもよいのである。故にいかなる邪説盲信も容易に侵入する余地がある。韓国に於ける基督教布教の成績の数量的に成功したはこの点より説明することができようと思ふ」(澤柳1909b,122)。

しかし他方で、侵略の後の同化教育を正当化する場合には、彼の教育論上の立場は、「多人種・単一文化国体論」と同様に環境重視の極に接近しているのである（資料４参照）。

資料４：日韓併合直後の1910年に、澤柳は次のように述べている。「どうも地理上、歴史上の関係からして、日本人の血の中には多量の朝鮮人の血が流れてをり、朝鮮人の血の中にも、多量の日本人の血が流れてをることは慥である様におもはれる。遠い原人時代のことはおいて近く有史時代に於いて、朝鮮人と日本人とは、同胞の種族であったらうと信ぜられる。こは啻に吾々素人の意見であるのみならず、白鳥博士などの考も同様である。種族の関係をたしかめるには、骨相体格の比較の外に言葉の異同をしらべるの要あること、是亦いふまでも無いことであるが、両国の言葉は又甚だ相類似してをるときいた。・・・従って朝鮮人が日本語を習ふのはきわめてたやすい。即ち、朝鮮人は、内地人と同種族であることは殆ど疑が無ささうである。其の差異の存するところは、只文化の程度を異にするの一点にある。文化の程度はちがふが、教育すべからざる無能の民では無いらしい」(澤柳1910b,178-179)。「・・・・果して然らば、彼等は無為無能の国民では無いのである。只其の土地の狭いこと、其の人民の少いのと、屡々隣国民の征伐や略奪にあって人民が疲弊したことのため、悪政を刷新する弾力をも失って益々貧弱無気力の地位におちて、今日に至ったのであらう。己に天賦の性能に欠くるところがあるで無いとすれば、之が同化は可能である」(澤柳1910b，179)。
このように、彼の教育論は、日本をとりまく国際情勢の違いに即して、遺伝重視の極と環境重視の極を振り子のように揺れ動くのである。

Ⅳ．理論的・政治的ジレンマの克服としての『実際的教育学』と成城小学校での実践

　しかし、たとえば朝鮮における三・一独立運動（1919）において露呈したような、侵略と同化に対する住民の側からの抵抗―それは反事実的前提の虚構性を明るみに出すものである―を前にして、澤柳はどういう戦略を考えていたのだろうか。彼は、欧米文明の力、とりわけ軍事力による威圧によってこうした抵抗運動を封じ込めるという方法に対してはこれを一貫して否定している。彼はむしろ、近隣アジア諸国の住民が、欧米に対してではなく、自ら日本人と日本文化に対して敬意を示し、自発的に同化に応ずることを求めている（資料５参照）。

資料５：「特に欧州大戦以来国民の独創力を養成し、その自発進取の精神を喚起して、欧米先進国との国際競争に於て、独特の国民文化を発揮せむが為には、此際自学主義の教育を以て国民を導き、大和民族の精華を宣揚するの必要を見るのである」（澤柳 1919b、122）。

「日本が発展する上に於ては何等の異議を挟むものではないのみならず、其の発展を計ることに於ては人後に立たぬものであるが、之が為に背後に実力武力を貯へて外国に対峙すると云ふ意味の国家思想であるならば、自分は断然反対せざるを得ぬのである」、「自分は寧ろ日本国家の品位を高め、諸外国をして我に対して敬意を表せしむるやうに解したい・・・」（澤柳 1919a, 119）。
そのために彼は、日本文化、とりわけ日本の学問や芸術が欧米の模倣時代を脱して、創造時代に入るべきことを求めるのである（資料６参照）。
資料６：「日本の現代の文化、即ち其学問といへ芸術といへ、今日の有様では猶ほ模倣時代で、創造時代に入らず、従って其方面に向って最高権威を要求する事が出来ぬ。其為に支那人からも十分の尊敬を払はしむる事が出来ぬ。支那留学生は現在も日本に来て居るが、其高等初程の学問を了り、更にそれを基礎として研究を続けやうとすると、忽ち不足を感ずる。彼等は日本の仮名交り文を読み得るに至っても、日本文で書いた権威的の著述が乏しく、之を極むれば悉く英、仏、独の原書から胚胎した思想であるから、更に甚深の理を尋ねて学術を研究せんとするものは、勢ひ英、仏、独等の原書を続読せねばならぬ。是に於てか彼等支那人には日本国民の脳力の深浅さが知れて仕舞ふので、日本に信頼せんと欲しても信頼し得ぬ事になる。それ故単に日支提携の上からいった丈でも日本は此方面に一大躍進を為さねばならぬ。特に況やパンアジアニズムの下に雄を世界に称せんとするに於てをや日本の文化は決して欧米のそれに遜る所なしといふ度に迄促進せしむるを要する」(澤柳1917,224～225)。
　こうした文脈を背景として見れば、澤柳の1909年の著作『実際的教育学』による日本の教育学の欧米教育学からの自立化の試み、そして、1917年に設立された成城小学校における児童中心主義の教育実践は、単なる国内の学問的、実践的試みという範疇を越えた国際政治的な含意を持っているとは考えられないだろうか。というのは、少なくとも教育学も学問である限りにおいて、日本独自の教育学は、日本の学問が創造的であることを示す根拠となりうるし、また、既成の欧米文化を詰め込むのではなく、日本の児童の中からわき出てくる創造性にすべてをかけた児童中心主義の教育実践の成果は、日本人の人種的・遺伝学的優秀性を示す根拠となりうるからである。

　実際、澤柳は、1920年の論考「教育の発達観と器械観」の中で成城小学校での実践に関して自らの遺伝重視の立場を次のように表明している。「如何なる教育の力を以てしても遺伝の勢力を如何ともすることは出来ない。…環境…教育…は環境の力を有するだけである」。「私共の教育を発生と見る考は社会的要求を無視することになり、今日教育上一般に是認されたると両立しない如くなるが、私共の此の考は教育は児童心身の発育に応じて施すべしといふ、此の従来一般に認められたことを忠実に厳正に真なりとするに外ならないのである。・・・私共の成城小学校でやっている教育は大体右の如き教育観に基いているのである。児童本位とか中心といふもの少しく説明すれば上に述べたる如くなる」（澤柳1920,202-203）。

　彼の理科及び芸術の教授法の改善案は、こうした立場の具体化であると考えられる。1921年の論文「理科教授法の改善」の中で澤柳は、理科教授に関して、日本の子供の中に科学的な創造力を育むために、生徒と教師がともに単に科学の成果の受容・記憶にとどまらず、自ら研究しようとする態度を育成することを要求している。しかもその際、「殊に最近世界大戦争の結果として欧羅巴諸国に於ては益々理科教育に重きを置かなければならぬことに第一に着眼した」と述べているように、第一次世界大戦後の国際情勢がこの改善案の背景をなしているのである（資料７参照）。

資料７：「殊に最近世界大戦争の結果として欧羅巴諸国に於ては益々理科教育に重きを置かなければならぬことに第一に着眼した。・・・それに比すれば我国の理科教育の現状は誠に憐むべきものと言はなければならぬ」（澤柳1921、281）。

「・・・理科教育の主要なる目的として発明、創造の力を養ふにある、日本人は模倣力に飛んで居るが創造力（？）が無い、如何にして此の創造力を養ふか、それには理科教育が最も善いと言はれて居る・・・理科は其点に於て最も適当したる教科である」（澤柳 1921、287）。

「一体理科教授は今日まで数百数千の専門学者が研究した其知識を児童に理解させ記憶せしむると云ふのが理科教授の少くとも初等中等教育に於ける教授の趣意ではないのであつて、一の知らざる物に対し、之を研究しやうと云ふ、何故に斯様な状態になつて居るかを研究せんとする。さう云ふ心を起させるのが理科教授の一大任務であらうと考へる。故に先生も知らぬ事があるのであるから、児童と共に之を研究すると云ふ態度を執るのは当然であらう」（澤柳1921,285）。
さらに澤柳は、1922年の論文「欧米図画教育所感」の中で芸術上の創造についても述べている。「…私は日本の経済的生活から考へて、…もつと意匠された作品―即ち工芸品の産額を増し、之を盛に海外に輸出する様にしなければならぬと思ふ」といった立場から、彼は図画教育にも期待をかけている。しかもその際、「今日欧米いづれの国と雖も、文明国と言はれる様な国では、手本を与えて居る処などは絶対にない。・・・欧州でも米国でも、いづれも実物を写生させるか、或は自分で考へて画かせるか、どちらかである」と述べ、子供自身の創造による自由画の必要を訴えるのである（資料８参照）。

資料８：「生糸、茶は我が輸出の二大品であるが、私は日本の経済的生活から考へて、生糸、茶以上にもつと加工された品物、もつと意匠された作品―即ち工芸品の産額を増し、之を盛に海外に輸出する様にしなければならぬと思ふ。・・・日本は機械工業の点に於ては材料の乏しい為に之に望みを嘱する訳に行かない。故にどうしても、意匠加工の方面に力を入れた美術工芸品に望みを嘱するより外はない。かゝる理由で私は此の方面の発達を衷心から望んで居るものである。・・・而かも此の方面の発達は、どうしても普通教育に於ける図画教育に俟たねばならぬ。勿論図画教育は、児童自身の創造性、児童自身の芸術活動を育て上げて行く事には違ひないが、さういふ間に将来の国民として必要なる美術工芸に対する理解が高まつて行くのでなければならぬ。斯様にして一般国民の美術工芸に対する鑑賞批判の力が高まつて行くなら、其の間から始めて、本当の立派な美術なり工芸なりが生れて来る事と思ふ。自分は此の意味からして図画教育が非常に大切な任務を有する事を認める」（澤柳 1922、311-312）。

「今日欧米いづれの国と雖も、文明国と言はれる様な国では、手本を与えて居る処などは絶対にない。・・・欧州でも米国でも、いづれも実物を写生させるか、或は自分で考へて画かせるか、どちらかである」（澤柳 1922，312）。
　以上のことから考えると、日本の教育学が自立し、日本の子どもたちに人種的・遺伝的に与えられた可能性が成城小学校の実践によって開花するならば、それによって近隣アジア諸国の住民は軍事力による威嚇がなくとも日本人種を尊敬し、おのずから同化を求めるだろう、そうなれば日本は近隣アジア諸国と一丸となって欧米列強諸国による植民地化の脅威を脱することができるだろう、そうした見込みが澤柳にはあったのではないかと考えられるのである。それは、いわば反事実的に先取りされた虚構の前提という累積債務を一挙に返済しうる最終戦略であろう。遺伝重視と環境重視、人種主義と異文化否定という両極の間を揺れ動く彼の教育論は、こうした国際政治的展開を誘導するという性格を有していたように思われるのである。

Ⅴ．むすび

　教育行為は、「子ども」がいつの日か「大人」や「人間」になるはずだという前提の上に成立している
。その「大人」や「人間」のイメージは、たとえそれがどれ程個性的なものとして思い描かれるにしても、結局のところそのつどの大人世代によって作られたものにすぎない。たとえそうだとしても、目の前の「子ども」の中に将来彼らが「大人」「人間」となった時の姿を、そしてそうなるであろう可能性を見て取ることなしには、そもそも教育行為を行うこと自体の意味が失われてしまう可能性もあろう。
植民地帝国日本というシステムも、このような教育システムと同形的構造を持っていたのではないだろうか。つまり、教育行為の図式の中の「子ども」の項を「近隣アジア諸国の人々」に、「大人」ないし「人間」の項を「日本人」に置き換えるというかたちで、教育システムは、植民地帝国というシステムの正当化理論へと容易に転化しうる危険性を持っていたのではないだろうか。その際、この転化を促した前提としては、明治までの鎖国とそれによる近代化の遅れ、資源の乏しさ、黄色人種として分類されることなどの諸条件が挙げられるだろう。これらの条件によって、教育システムそのものが持つ潜在的危険性は、他に類を見ないほど完全なかたちで、この日本という国で展開してしまったのではないだろうか。そして、本発表で論じてきた澤柳政太郎の教育思想は、この危険性を最も明瞭に示す事例であるように思われるのである。
ところで、このように教育システムと植民地帝国日本というシステムの同形性に着目するならば、植民地における抵抗運動と、公教育システムに適応しない「子ども」の存在も、それぞれのシステムの中で同じ地位を占めているように思われる。すなわち、植民地における抵抗運動がこの植民地帝国というシステムにとっての「他者」の存在を示すものだったとすれば、公教育システムに適応しない「子ども」は教育システムにとっての「他者」ということになろう。いずれのシステムにおける他者も、システムの行為（〈教育／同化〉）の前提の虚構性を暴露し、システムの存立そのものを危機に陥れる危険因子ということになろう。歴史的に見れば、それぞれのシステムの存続のために、彼等「他者」の存在は無視されてきたと言ってよいだろう。しかし、その存在を無視できなくなった時には、既存のシステムにうまく適応することで現に〈大人・人間／日本人〉としての外観を獲得した〈子ども／植民地の人々〉を商品として宣伝し、「他者」の中にこの商品を自ら求めるような欲望を作り出そうとしてきたのではないだろうか。そして、本発表で論じた澤柳の理論と実践においては、これらのシステムの戦略特徴が交差しているように思えるのである。
最後に付け加えるならば、同様に今日の教育改革も違った姿で見えてくる。すなわち、戦後日本という国家システムは、植民地を失い領土を縮小することで、システムが本質的に抱える欠陥
を十分に反省せぬまま存続してきた。それと同形的なかたちで、今日公教育システムは、市場原理の名のもとにいわば不良債権（「大人・人間」にならない「子ども」）を放棄し、それによって自らの存続を図ろうとしているのではないだろうか。そこでは、護送船団方式（〈国家規模での新教育〉）が放棄され、商品（〈大人・人間〉）の価値を承認する人々の範囲のみに市場規模が縮小されるが、システムの基本構造そのものは維持される。相変わらず進学校や予備校が有名大学への入学者数を競っていることが示すように、教育行為そのものに染みついたコロニアリズムは無傷のままということになろう。もしそうなれば、近隣アジア諸国の人々に対する日本国民の戦争責任問題が今日にまで後を引いているのと同様、「子ども」に対する公教育の責任問題もまたこれと同じ運命をたどることになるのではないかと思えてくるのだが、どうであろうか
。
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� ここでは、人種主義と異文化否定の双方を視野におさめその責任問題を論じるために、戦争概念を拡張している。すなわち、ここでは、日中戦争に始まる戦争のみならず、これに先行する植民地支配もまた戦争として捉えている。


� ここでは、コロニアリズム問題をより深いレベルにまで掘り下げて論じ、現在に生きるコロニアリズムに批判的反省を加えるために、戦争概念と同様にコロニアリズム概念もまた拡張して理解している。発表者は、すでに拙論「〈気〉の概念と日本的教育学－日常的教育目的としての〈気〉の形成に関する分析」(1998)において、内的・心理的「他者」及び外的・社会的「他者」との直接対決を自動的に回避し、自己及び社会の存在を維持しようとするハビトゥスとしての「気」の功罪について論じた。この論文において論じた自己との心理面なつきあい方の特質を私は「内的・心理的コロニアリズム」と呼び、日本社会における「他者」とのつきあい形の特質を「外的・社会的コロニアリズム」と呼びたい。さらに本発表で取り上げている教育行為そのものに潜む「他者」支配の特質を私は「教育のコロニアリズム」と呼ぶことにする。「外的・社会的コロニアリズム」における行為の相手を「子ども」に限定したとき、この「教育のコロニアリズム」が出現する。他方、歴史的な事象としての植民地支配に関わる行為の特質をここでは「国際政治的コロニアリズム」として特徴づけておくことにする。「外的・社会的コロニアリズム」における行為の相手を「外国人」に拡張したとき、「国際政治的コロニアリズム」が出現する。これら四種のコロニアリズムは、単に構造的相同性を示すのみならず、おそらく実態として相互に絡み合うかたちで機能してきたものと思われる。本発表では、これら四種のコロニアリズムのうち、とくに「国際政治的コロニアリズム」と「教育のコロニアリズム」の関係に焦点を当てて論じている。


� 中内敏夫は、日本のナショナリズムを「明治の国権的ナショナリズム」と「昭和の国権的ナショナリズム」に区分している（中内1969,28-37）。また、駒込武は、「言語ナショナリズム」と「血族ナショナリズム」を明瞭に区別することで、いわゆる「同化」の実態を厳密に分析している（駒込1996,22）。本発表における「多人種・単一文化国体論」と「単一人種優生学」という区分も、おおよそこうした区分に対応するものと思われる。


� 厳密に言えば、専門教育において「子ども」は、将来「専門職業人」という利用価値へと変換可能な交換価値と見なされる。他方、一般教育において「子ども」は、将来「学歴」という別の交換価値へと変換可能な交換価値と見なされる。これは経済領域における株と紙幣の関係に似ている。専門教育から一般教育へと重点が移されるとともに、教育目的としての「大人」「人間」の具体的姿は曖昧化し、この教育産業の商品に対する利用価値としての評価は無限の未来へと先延ばしされ神話化する。それだけに一層、教育システムにおける投資（〈子ども〉への期待）が拡大するとともに市場規模も拡張する。


� 脚注２で述べた「外的・社会的コロニアリズム」がこの欠陥に相当する。いわゆる「日本文化論」や「日本人論」には、戦後領土を縮小した後に出現したこの「外的・社会的コロニアリズム」の特徴が色濃く現れている。


� 冒頭で述べたように、敗戦は、「国際政治的コロニアリズム」を反省する重要な機会であったが、この機会は東京裁判の不十分さによって失われてしまったように思われる。それと同様に、教育バブルの崩壊は、「教育のコロニアリズム」を反省する重要な機会の一つであったと思われるが、この機会も教育領域への市場原理の導入によって失われたのかもしれない。
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